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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ズーム機能を有する撮影レンズと、
　前記撮影レンズによる被写体の光学像を画像信号に変換する撮像手段
とを有する撮像装置であって、
　前記撮像装置の加速度を検出する加速度検出手段と、
　前記加速度検出手段の出力に基づき、前記撮像手段により撮影された画像にぶれが発生
したと判断した場合に、前記撮影レンズを広角側に変化させる制御手段
とを有し、
　前記制御手段は、前記撮影レンズの焦点距離が大きいほど、前記撮影レンズを広角側に
変化させるための変化量を大きくする
ことを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　ズーム機能を有する撮影レンズと、
　前記撮影レンズによる被写体の光学像を画像信号に変換する撮像手段
とを有する撮像装置であって、
　前記撮像装置の加速度を検出する加速度検出手段と、
　前記加速度検出手段の出力から前記撮像装置の移動量を算出し、前記加速度検出手段に
より検出された加速度が加速度の閾値を超え、且つ、前記算出された移動量が移動量の閾
値を超える場合に、前記撮影レンズを広角側に変化させる制御手段
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とを有し、
　前記制御手段は、前記撮影レンズの焦点距離が大きいほど、前記撮影レンズを広角側に
変化させるための変化量を大きくする
ことを特徴とする撮像装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記算出した移動量が大きいほど、前記撮影レンズを広角側に変化さ
せるための変化量を大きくすることを特徴とする請求項２に記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記加速度の閾値と前記移動量の閾値は共に、前記撮影レンズの焦点距離が望遠側にあ
るほど小さい値になるように設定されることを特徴とする請求項２または３に記載の撮像
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルビデオカメラの殆どが、光学ズーム、電子ズーム又はその両方のズーム機能を
備えている。デジタルビデオカメラがよく用いられる場面のひとつである運動会での撮影
を考えると分かるように、デジタルビデオカメラが被写体の近くに寄ることができない状
況というのは多く存在する。このような場面で、高倍率ズームが有用である。備えた機種
が有利である。
【０００３】
　ビデオカメラのズーム機能には、光学ズームと電子ズームがある。光学ズームは、撮影
レンズの中のズーミングレンズを光軸方向に移動させることで、焦点距離を変化させ、撮
影画角を変化させる。一方、電子ズームは、１画面の画像信号の一部を電子的に取り出し
、元の画面サイズに拡大することで撮影画角を実質的に変化させる。画質面では、光学ズ
ームが電子ズームより優れており、コスト面では、電子ズームが光学ズームより優れてい
る。多くのビデオカメラは、光学ズームと電子ズームの両方を装備する。
【０００４】
　高倍率ズームで撮影した場合、ズーム倍率が低い場合と比べて画角（撮影範囲）が狭い
。そのため、図７に模式的に示すように、ビデオカメラ本体のわずかな動きによって撮影
中の像が大きく動いてしまう。そのため、高倍率ズームで動いている被写体を撮影範囲に
留めたまま追従するには、撮影者は相応の技術を必要とする。また、外部衝撃によってビ
デオカメラがぶれて、撮影範囲から被写体が外れてしまった場合は、再び被写体を捕捉す
るのは容易ではない。被写体が撮影範囲から外れてしまうと、撮影者は、一旦、ズームを
広角側に移動した上で被写体を捕捉し、再度、望遠側に戻すという面倒な操作を強いられ
る。
【０００５】
　このような問題に対し、電子ズームによって拡大した画像を記録しつつ、拡大画像と非
拡大画像を選択的にファインダに表示可能とする技術が提案されている（特許文献１参照
）。この方法では、被写体を見失った場合に非拡大画像をファインダ表示の対象に切り換
えることで、被写体を容易に捕捉でき、被写体を撮影画角内に再度、入れることができる
。ズームアウト・ズームイン動作が不要になり、電子ズームによって拡大された画像が継
続して記録される。
【特許文献１】特開平１１－２８９４８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献１に記載の技術は、電子ズームを使用した場合にしか適用できず、光学ズ
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ームにも適用可能な方法が求められていた。
【０００７】
　本発明は、以上のような状況に鑑みてなされたものであり、外部衝撃によってファイン
ダから被写体を見失った場合でも容易に被写体を捕捉できる撮像装置を提示することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る撮像装置は、ズーム機能を有する撮影レンズと、前記撮影レンズによる被
写体の光学像を画像信号に変換する撮像手段とを有する撮像装置であって、前記撮像装置
の加速度を検出する加速度検出手段と、前記加速度検出手段の出力に基づき、前記撮像手
段により撮影された画像にぶれが発生したと判断した場合に、前記撮影レンズを広角側に
変化させる制御手段とを有し、前記制御手段は、前記撮影レンズの焦点距離が大きいほど
、前記撮影レンズを広角側に変化させるための変化量を大きくすることを特徴とする。
　本発明に係る撮像装置は、ズーム機能を有する撮影レンズと、前記撮影レンズによる被
写体の光学像を画像信号に変換する撮像手段とを有する撮像装置であって、前記撮像装置
の加速度を検出する加速度検出手段と、前記加速度検出手段の出力から前記撮像装置の移
動量を算出し、前記加速度検出手段により検出された加速度が加速度の閾値を超え、且つ
、前記算出された移動量が移動量の閾値を超える場合に、前記撮影レンズを広角側に変化
させる制御手段とを有し、前記制御手段は、前記撮影レンズの焦点距離が大きいほど、前
記撮影レンズを広角側に変化させるための変化量を大きくすることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、手ブレ又は外部振動に相当する加速度及び移動を検出した場合に、撮
影レンズを広角側に制御するので、被写体を容易に撮影画角内に補足できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図面を参照して、本発明の実施例を詳細に説明する。
【実施例１】
【００１１】
　図１は、本発明に係る撮像装置の一実施例であるビデオカメラの概略構成ブロック図を
示す。
【００１２】
　ビデオカメラ１０の撮影レンズ１２は光学ズーム機能を具備し、被写体の光学像を撮像
部１４の撮像面に結像する。例えば、撮影レンズ１２は、焦点距離６ｍｍ～６０ｍｍの１
０倍ズーム機能を具備する。レンズ駆動モータ１６が、撮影レンズ１２のズーミングレン
ズを光軸方向に駆動する。
【００１３】
　撮像部１４は、撮影レンズ１２による光学像を画像信号に変換する。映像信号処理部１
８は、撮像部１４からの画像信号をＡ／Ｄ変換し、ビデオカメラで周知の画像処理（ガン
マ補正、色バランス調整及び色変換等）を施し、所定映像信号形式の映像データを出力す
る。フレームメモリ２０は、映像信号処理部１８からの所定ビデオフレームレートの映像
データを一時記憶する。フレームメモリ２０に格納される映像データは読み出され、表示
部２２に供給され、画像として表示される。撮影者は、表示部２２の表示画像により、撮
影中（録画中）の画像を確認できる。即ち、表示部２２はいわゆるファインダとして機能
する。
【００１４】
　マイク２４は周囲の音声を取り込む。音声信号処理部２６は、マイク２４からのアナロ
グ音声信号をＡ／Ｄ変換し、ＰＣＭ符号化方式で圧縮符号化し、ＰＣＭ音声データをＰＣ
Ｍバッファ２８に格納する。
【００１５】
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　ＤＶコーデック３０は、フレームメモリ２０に格納されるビデオフレームの映像データ
と、ＰＣＭバッファ２８に格納されるＰＣＭ音声データをＭｏｔｉｏｎｎ　ＪＰＥＧ又は
ＭＰＥＧ２等の動画像圧縮符号化方式で圧縮する。圧縮された映像音声データは、テープ
インターフェース３２により、ＤＶテープ３４に記録される。
【００１６】
　テープインターフェース３２はまた、再生時には、ＤＶテープ３４から圧縮映像音声デ
ータを再生し、再生データをＤＶコーデック３０に供給する。ＤＶコーデック３０は、再
生データの圧縮映像データを伸長し、再生映像データをフレームメモリ２０に逐次、格納
する。ＤＶコーデック３０はまた、圧縮音声データを伸長し、再生音声データをＰＣＭバ
ッファ２８に格納する。フレームメモリ２０に格納される再生映像データは、ビデオフレ
ームレートで読み出され、表示部２２（例えば、液晶表示パネル）に供給される。これに
より、再生映像が表示部２２の画面上に表示される。ＰＣＭバッファ２８に格納された再
生音声データは、アナログ信号に変換されて、図示しないスピーカに印加される。これに
より、再生音声が出力される。
【００１７】
　撮影者又はユーザは、操作部３６によりビデオカメラ１０に種々の指示を入力でき、ビ
デオカメラ１０を操作できる。ビデオカメラ１０に対する設定メニュー等、記録時間、及
びバッテリ残量等が、表示部２２に表示される。ＣＰＵ（中央演算処理装置）３８は、操
作部３６の操作及び動作状態に従い、各部を制御する。ＣＰＵ３８は、いわゆるシステム
制御装置である。
【００１８】
　加速度検出手段としての加速度センサ４０は、撮像部１４の撮像面に平行な向きの加速
度、即ち、撮像面への正射影成分を検出するように、ビデオカメラ１０に固定されている
。勿論、加速度センサ４０は、３軸以上の加速度を検出してもよい。
【００１９】
　図２を参照して、動画撮影中の処理を説明する。撮影中であれば（Ｓ１）、ＣＰＵ３８
は、加速度センサ４０の検出出力から加速度αを取得し（Ｓ２）、過去に取得した加速度
データを用いて、過去一定時間内のデジタルビデオカメラ１０の移動量ｄを算出する（Ｓ
３）。現在の加速度αが、加速度閾値αｔｈ（ｆｐｒｅｖ）を超え（Ｓ４）、かつ、移動
量ｄが移動量閾値ｄｔｈ（ｆｐｒｅｖ）を超えている場合（Ｓ５）、ＣＰＵ３８は、外部
衝撃によってぶれが発生していると判断する。ＣＰＵ３８によるステップＳ３，Ｓ４の処
理は、特許請求の範囲における被写体移動検出手段に相当する。
【００２０】
　なお、加速度閾値αｔｈ（ｆｐｒｅｖ）および移動量閾値ｄｔｈ（ｆｐｒｅｖ）は、撮
影レンズ１２の焦点距離ｆｐｒｅｖが望遠側にあるほど小さい値となるように設定されて
いる。これは、望遠側ほどビデオカメラの動きに対して表示部２に表示される画像が大き
くぶれてしまうことに対応している。図３は、焦点距離ｆｐｒｅｖに対する加速度閾値α

ｔｈ（ｆｐｒｅｖ）の変化例を示す。図４は、焦点距離ｆｐｒｅｖに対する移動量閾値ｄ

ｔｈ（ｆｐｒｅｖ）の変化例を示す。加速度閾値αｔｈ及び移動量閾値ｄｔｈは、焦点距
離ｆｐｒｅｖに依存する。
【００２１】
　外部衝撃によってぶれが発生したと判定されると、ＣＰＵ３８は、一定の関係式に従い
、焦点距離ｆｐｒｅｖと移動量ｄからレンズ駆動量Δｆを算出する（Ｓ６）。図５は、焦
点距離ｆｐｒｅｖ及び移動量ｄとレンズ駆動量Δｆとの関係例を示す。横軸は、焦点距離
ｆｐｒｅｖを示し、縦軸はレンズ駆動量Δｆを示す。移動量ｄとして、ｄ１，ｄ２，ｄｔ
ｈの場合を示す。ｄ１＞ｄ２＞ｄｔｈである。移動量ｄが大きいほど、また、現在の焦点
距離（制御前の焦点距離）ｆｐｒｅｖが大きいほど、レンズ駆動量Δｆは大きく設定され
ることになる。即ち、レンズ駆動量Δｆは、制御前の焦点距離ｆｐｒｅｖと移動量ｄに依
存する。
【００２２】
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　ＣＰＵ３８は、ファインダ内に被写体を捕捉するためにユーザがパンニングするべき方
向を求め、その方向を示す矢印を表示部２２に表示する（Ｓ７）。パンニングすべき方向
は移動量ｄをキャンセルする方向であり、パンニングの量は移動量ｄをキャンセルする量
である。ＣＰＵ３８はまた、撮影レンズ１２の焦点距離を変化量Δｆだけ広角側に駆動す
る（Ｓ８）。ＣＰＵ３８によるステップＳ６，Ｓ７，Ｓ８の処理は、特許請求の範囲の制
御手段に相当する。図６は、撮影レンズ１２の駆動後の、撮影画角と表示部２２に表示さ
れる矢印の模式図を示す。
【００２３】
　以上のように撮影レンズ１２の焦点距離を広角側に制御し、撮影方向の変更方向を撮影
者に指示することで、撮影者は、手ぶれ又は外部振動により撮影画角内から外れた被写体
を迅速に撮影画角内に収めることができる。
【００２４】
　記録媒体としてＤＶテープ３４を例示したが、ＤＶＤ－Ｒ等の光ディスク、ハードディ
スク等の磁気ディスク、フラッシュメモリ等の不揮発性半導体メモリ等を記録媒体として
も良いことは明らかである。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の一実施例の概略構成ブロック図である。
【図２】本実施例の動作フローチャートである。
【図３】加速度閾値と焦点距離との関係を示す図である。
【図４】移動量閾値と焦点距離との関係を示す図である。
【図５】焦点距離及び移動量に対する焦点距離変化量の変化例を示す図である。
【図６】本実施例による制御前後の撮影画角の変化と、パンニング方向を示す矢印の表示
例を示す図である。
【図７】従来例で、手ブレ又は外部衝撃により被写体が撮影画角から外れる様子を示す図
である。
【符号の説明】
【００２６】
１０　ビデオカメラ
１２　撮影レンズ
１４　撮像部
１６　レンズ駆動モータ
１８　映像信号処理部
２０　フレームメモリ
２２　表示部
２４　マイク
２６　音声信号処理部
２８　ＰＣＭバッファ
３０　ＤＶコーデック
３２　テープインターフェース
３４　ＤＶテープ
３６　操作部
３８　ＣＰＵ（中央演算処理装置）
４０　加速度センサ



(6) JP 4974829 B2 2012.7.11

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(7) JP 4974829 B2 2012.7.11

【図６】

【図７】



(8) JP 4974829 B2 2012.7.11

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平１０－０５６５９５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－０８８６１１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－２２９３２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１６６１４０（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０４Ｎ　　　５／２２２　　　
              Ｇ０２Ｂ　　　７／０２　　　　
              Ｇ０３Ｂ　　１７／１８
              Ｈ０４Ｎ　　　７／１８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

